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はしがき 

 この論文はデータが限られる中企業の合理的行動を定式化し、ビール産業における垂直的

関係を推し量ることを試みる。ビール産業においては、税制度の変更などによる価格変化が

需要に及ぼす影響など様々に分析可能であると考えられるが、ビール産業特有の慣行を考慮

し、またあまり日本においての先行研究を目にしないという意味で垂直関係の形態を明らか

にしようとすることが趣旨となっている。 
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序章 

 

 20 世紀末の需要推定における離散選択モデルや垂直的契約関係の推定を行うモデルの発

達に伴い 21 世紀に多くの実証研究がなされており、この論文もその流れに沿うものであ

る。離散選択モデルがもっとも単純な需要推定と比較し優れているのは、データが集計的で

あることの解釈の難しさを克服し、かつ消費者の異質性を仮定することや製品の代替性を推

定する場合の推定の複雑さを軽減することにある。 

 垂直契約関係を推定するモデルの構築は、ある企業への政策的な介入がもたらす垂直的な

波及効果を予測する他、上流だけでなく下流の市場が寡占である場合の中間財の価格決定プ

ロセスについてより現実的に推定することを動機とする。日本の産業における離散選択モデ

ルによる需要推定によって多くなされているものの、それによって得られる弾力性データや

推定マージンなどを利用し垂直関係を推定するものは余り無いように見受けられる。このこ

とが本論作成の動機である。 

 第一章ではビール産業の現状や動向を示し、なぜ需要推定や垂直関係の推定を行うにふさ

わしいかについて記述する。 

 その後第二章では離散選択モデルによる需要推定の方法を紹介し、今回の実証結果につい

て記述する。 

 そして第三章においては、異なる垂直関係間での限界費用の導出方法とそれを基にモデル

間の比較を行う方法を紹介し、実証結果を述べた後、第 4 章において結語を述べる。 
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図 1（出所：国税庁） 

第 1 章 ビール産業の現状と動向 

 

1.1 市場動向 

 ビール市場（発泡酒、第三のビールを含む）について、2020 年の新型コロナウイルスの

流行に伴う外食の差し控えに伴って次年度まで消費量が大きく落ち込んでいることは言うま

でもないが、遡ると 2016 年程以降から市場規模は縮小傾向にある。これはそもそも酒類全

体でみて消費が停滞していることのほか、少子高齢化、また消費者が低価格、健康志向にな

っておりビールから安価なチューハイ、発泡酒などに消費が移行していることなどが理由と

して挙げられるだろう。実際、発泡酒の売り上げについてはコロナ直後においても宅呑み需

要の増加などでそこまで落ち込まなかったようだ。いずれにしてもビール離れの流れは一貫

してあり、それらに対し需要喚起の要因としてクラフトビールが注目されるなど、ビール市

場の製品の多様化がすすめられている。クラフトビールの特徴はその風味が豊かで力強く、

革新的であることであり今後も成長が予測されるが、消費者の中での認知や規模が小さく大

量生産が出来ないことでコストが高いこと等課題が多く存在する。 

 ビール市場の次なる特徴はその集中度である。22 年に関してはサントリー、キリン、アサ

ヒ、サッポロの順で市場シェアが大きいが、平成 26 年度の集中度調査によるとビールの上

位 5 社集中度は 99.2%、発泡酒では 100％となっており、現在でもこれら 4 社が出荷量の

99％を占めていると言われている。 
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図 2（出所：国税庁） 

1.2 産業を取り巻く法制度 

 ビール産業において大きく価格に影響する要因として酒税法の改正があげられるが、酒類

間の税負担の公平性を回復すること等を目的として 2026 年には一本化されることが予定さ

れており、今まで 2020 年 10 月、2023 年 10 月に段階的にビールの税率は下げられ、新ジャ

ンルは上がることになった。ビールとビール的飲料は現在価格的には分離しているといえる

が、最終的に価格差が縮まった際にどのように差別化を図るかが企業にとって重要といえよ

う。実際、楠田(2016)においては入れ子ロジットモデルによってビール産業における需要を

推定し、2005 年における税制の改正によって消費者の分類をまたぐ消費変化に影響している

ことが示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 もう一つの大きな価格要因として挙げられるのが酒税法における「酒類の公正な取引に関

する基準」である。これは製品原価に販売費や一般管理費を加えたものである総販売原価に

ついて、あらゆる酒類業者は正当な理由なくそれを下回る価格で継続して販売してはならな

いと定められている。これが基準の要件である理由とは、アルコール飲料の価格が低いこと

に対しては社会的な配慮が必要であり、又そもそも商品価格は市場における健全な競争の結

果として形成されるものであるからとされている。 

ビール 

発泡酒 

新ジャンル 

47 円 

37.8 円 

28 円 

63.35 円 

54.25 円 

70 円 

77 円 

2020.10 2023.10 2026.10 

表 350ml あたり税率の推移 
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図 3（出所：world bank） 

 そして総販売原価を下回る価格で販売可能である要因というのが、ビール産業におけるリ

ベートという慣行である。リベートは一般に流通チャネルに対してメーカーや卸売業者から

支払われる販売奨励金のことを指し、小売りが仕入れた額に応じて支払われるものや、新商

品を導入する際にメーカーが販路の拡大やシェア確保の為に支払われるものが主としてある

が、多々ある取引先間で基準が共通であるべき一方明文化がなされていない場合や裁量が営

業責任者に一任されていることが問題となり、不当廉売や収益の圧迫による投資の阻害を引

き起こすことがあるのだ。本論において垂直関係の推定をこの市場において行うのもこの慣

行の存在が一因としてある。メーカーが小売に一括の販売奨励金を支払っているとするなら

ば最終財価格はそれを基にした利潤最大化の結果であると考えることが出来るため、推定に

よってそのような契約が行われているとすることが妥当であると結論づけられると期待され

るのである。 

1.3 コスト要因の変動 

 ビール大手四社は 2023 年 10 月以降一斉にビール類の価格を引き上げたが、これにはあら

ゆるコスト要因の高騰や円安が原因とされている。初めに原材料価格の高騰であるが、パッ

ケージのアルミ価格が他市場における需要の増大によって価格が上昇している。また飲料の

主原料である麦芽についても、餌用の大麦の需給の不一致や、ビール用大麦から餌用に転換

する農家が存在すること等から価格が高騰している。流通コストに影響する原油価格も、ガ

ソリン価格の大きな高騰にみられるように上昇し続けている。 
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図 4（出所：資源エネルギー庁） 
 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 以上のようにビール産業は高い集中度、高い製品バラエティー、コストの変動に近年見舞

われていることが需要推定の対象とするに適するということが出来、又ある種の契約を結ん

でいると考えられることから垂直関係の推定の対象とするにもふさわしいのである。 
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第 2 章 需要の推定 

 

 本論における最終目的は供給サイドにおける価格決定がどのような垂直関係に従っている

かを推定することであり、その価格決定は個々の製品ブランドによって異なる需要に基づく

ものである。本章では、需要推定における離散選択モデルによるアプローチについて Berry 

(1994), Berry et al. (1995), Nevo (2000) に基づき説明する。 

 

2.1.     離散選択モデル 

 はじめに供給サイドについて記述し、需要推定の目的について確認することとする。市場

において 𝐹  の企業、𝑗 = 1,… , 𝐽  のブランドが存在し、それぞれが持つ製品の部分集合を 𝑗 ∈

ℱ𝑓 であるとするならば、企業 𝑓 の利潤は以下のようになる。 

𝛱𝑓 = ∑ (𝑝𝑗 − 𝑚𝑐𝑗)𝑀𝑠𝑗(𝑝)

𝑗∈ℱ𝑓

− 𝐶𝑓 

ここにおいて 𝑝𝑗 , 𝑚𝑐𝑗, 𝑠𝑗(𝑝) はそれぞれ製品 𝑗 の価格、限界費用、市場シェアを表し、𝑀 は市

場サイズ、𝐶𝑓  は固定費用を表している。仮定として価格が純粋戦略のベルトランナッシュ均

衡に従っているとするならば、ある企業において保有されている全ての製品は価格に関する

次の一階の条件を満たさなければならない。 

𝑠𝑗(𝑝) + ∑ (𝑝𝑟 −𝑚𝑐𝑟)
𝜕𝑠𝑟(𝑝)

𝜕𝑝𝑗𝑟∈ℱ𝑓

= 0     ∀𝑗 ∈ ℱ𝑓 , 𝑓𝑜𝑟 𝑎𝑙𝑙 𝑓 = 1, … , 𝐹 

詳細は後の章において記すとして、この式の含意は各製品の推定マークアップは 
𝜕𝑠𝑟(𝑝)

𝜕𝑝𝑗
 とし

て表されている製品の自己・交差価格弾力性に依存するため、それらをなるべく一貫した形

で導出可能なモデルに基づき消費者の製品への需要を推定しなければならないということで

ある。本論は製品を特性の束として捉える離散選択モデルの方法に沿うが、これは膨大にな

りうる製品数 𝐽 ではなく比較的数の少ない製品特性数 𝐾 に依存することによって、推定を困

難にする次元の問題を回避可能であるなど様々なメリットがあるからである。 
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2.1.1.  ロジット・入れ子ロジットモデル 

 𝑡 = 1, … , 𝑇 の市場においてそれぞれ 𝑖 = 1, … , 𝐼 の消費者が存在するとすると、製品 𝑗 に対

する間接的な効用は以下のようになる。 

𝑢𝑖𝑗𝑡 = 𝑥𝑗𝛽 
∗ −𝛼 

∗𝑝𝑗𝑡 + 𝜉𝑗 + 𝜖𝑖𝑗𝑡 

ここで 𝑥𝑗 は 𝐾 次元の観察可能な製品属性のベクトルであり、𝛽𝑖
∗, 𝛼𝑖

∗  は定数項を含む価格と

特性のそれぞれ対するパラメータ、𝜉𝑗  は観察不可能な製品特性への平均的評価、𝜖𝑖𝑗𝑡 は平均

ゼロの確率変数であり、個人の製品に対するショックである。これより消費者と市場のイン

デックスを簡略化のため落とし、𝑥𝑗𝛽 
∗ − 𝛼 

∗𝑝𝑗𝑡 + 𝜉𝑗  についてこれを確定項 𝛿𝑗とし、𝜖𝑗  を IID

の第Ⅰ種極値分布であるとすると、製品 𝑗 を購入する確率 𝑃𝑖  とは 

𝑃𝑗 = 𝑝𝑟𝑜𝑏(𝛿𝑗 + 𝜖𝑗 ≥ 𝛿𝑟 + 𝜖𝑟  ;  ∀𝑟 ∈ 𝐽) 

= 𝑃𝑟𝑜𝑏(𝜖1 − 𝜖𝑗 ≤ 𝛿𝑗 − 𝛿1 ,… , 𝜖𝐽 − 𝜖𝑗 ≤ 𝛿𝑗 − 𝛿𝐽) 

= ∫ 𝑓(𝑥)
∞

−∞

∏𝐹(𝛿𝑗 − 𝛿𝑟 + 𝑥)

𝑗≠𝑟

𝑑𝑥 =
𝑒
𝛿𝑗
𝜇

∑ 𝑒
𝛿𝑟
𝜇𝐽

𝑟=0

= 𝑠𝑗  

となる（𝑗 = 0 とは財を購入しないことを表し、𝜇 は分散に関わるパラメータであり、今後

簡略化のため１とする）。財を購入しないときの確定項を 𝛿0 = 0 とするならば、 

ln 𝑃𝑗 = ln 𝑠𝑗 = 𝛿𝑗 − ln∑ 𝑒𝛿𝑟
𝐽

𝑟=0
= 𝛿𝑗 − ln (

1

∑ 𝑒𝛿𝑟
𝐽
𝑟=0

)

−1

= 𝛿𝑗 + ln 𝑠0  

⇔ ln 𝑠𝑗 − ln 𝑠0 = 𝑥𝑗𝛽 
∗ − 𝛼 

∗𝑝𝑗𝑡 + 𝜉𝑗  

となる。即ち、ある製品の市場シェアと外部財のシェアを代入することによって確定項の値

が定まり回帰分析が可能となる。これがロジットモデルである。 

 しかしながらこのモデルにおける製品間の代替パターンは非常に制限的である。価格弾力

性は 

𝜕𝑠𝑗

𝜕𝑝𝑟

𝑝𝑟

𝑠𝑗
= {

−𝛼 
∗𝑝𝑗(1 − 𝑠𝑗)…  𝑖𝑓 𝑗 = 𝑟

         𝛼 
∗𝑝𝑟𝑠𝑟                 𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒

 

であり、自己価格弾力性と、全ての他製品に対して等しい交差弾力性の二種類のみしか算出

されないことになり、これを無関係な選択肢からの独立性(IIA)と呼ぶ。加えて自己価格弾力

性について価格が低い程低くなり、即ち低価格の製品ほど価格に対する限界費用の割合が低

いと算出される。これらの代替パターンは、実際消費者は買い替え行動をするならば製品性
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質的に近い商品をより選ぶであろうことを考えると現実的でなく、この問題の回避のための

次なるアプローチが入れ子ロジットモデルとなる。 

 入れ子ロジットモデルにおいては個人の製品に対するショック 𝜖𝑗   は 𝜁𝑗𝑔 + (1 − 𝜎)𝜖𝑗   とな

る。つまり製品は異なるグループ 𝑔 = 1,… , 𝐺  に大別され、それに対するショックは属する

グループに対するショックと、製品そのものに対するショックとなる。𝜎 が大きい場合効用

における誤差項はグループにおいて似通ったものとなり、代替率が大きくなる。対して小さ

い場合はロジットモデルに近しいものになる。 

 市場シェアについては、グループ内シェア 𝑠𝑗
𝑔

においては 𝜁𝑗𝑔 は考慮しなくともよく、 (1 −

𝜎)は定数であるから、式（2.1）を変更し、 

𝑠𝑗
𝑔

=
𝑒

𝛿𝑗
(1−𝜎)

∑ 𝑒
𝛿𝑟

(1−𝜎) 
𝑟∈𝑔

 

であり、グループ𝑔 の市場に対するシェアは 

𝑠𝑔 =

(∑ 𝑒

𝛿𝑗
(1−𝜎) 

𝑗∈𝑔 )

1−𝜎

∑ (∑ 𝑒

𝛿𝑗
(1−𝜎) 

𝑗∈𝑔 )

1−𝜎

𝑔

 

となり、これらの積が製品の市場シェアとなる。ロジットの場合と同じく対数をとり整理す

ると 

ln 𝑠𝑗 − ln 𝑠0 = 𝑥𝑗𝛽 
∗ −𝛼 

∗𝑝𝑗𝑡 + 𝜉𝑗 + 𝜎 ln 𝑠𝑗
𝑔

 

となる。価格弾力性は、以下のようになる。 

𝜕𝑠𝑗

𝜕𝑝𝑟

𝑝𝑟

𝑠𝑗
=

{
 
 
 

 
 
 

−

𝛼 
∗𝑝𝑗 (1 − 𝜎𝑠𝑗

𝑔

− (1 − 𝜎)𝑠𝑗)

(1 − 𝜎)
…  𝑖𝑓 𝑗 = 𝑟

                         

−𝛼 
∗𝑝𝑟 (𝜎𝑠𝑟

𝑔
+ (1 − 𝜎)𝑠𝑟)

(1 − 𝜎)
       …  𝑖𝑓 𝑗 ≠ 𝑟, 𝑗 ∈ 𝑔, 𝑟 ∈ 𝑔 

                        𝛼 
∗𝑝𝑟𝑠𝑟                               𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒

 

 グループは製品の類似度合いやカテゴリーによって決定し、回帰分析が可能でありかつグ

ループが異なれば IIA の問題は生じないため、ロジットと比較して代替パターンは制限的で
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(2.2) 

(2.3) 

ない。しかし逆に言えばグループ内の誤差項は完全に共通であるため IIA の問題は存在し、

加えてグループ構造の決定は恣意的であるという問題が発生するのである。 

 

2.1.2.  ランダム係数ロジットモデル 

 これら弾力性が制限的であるという問題への対処の一つが、消費者の各製品特性に対する

選好の異質性を認めるランダム係数ロジットモデルである。効用は以下のようになる。 

𝑢𝑖𝑗𝑡 = 𝑥𝑗𝛽𝑖
∗ − 𝛼𝑖

∗𝑝𝑗𝑡 + 𝜉𝑗 + ∆𝜉𝑗𝑖 + 𝜖𝑖𝑗𝑡 , 

(
𝛼𝑖
∗

𝛽𝑖
∗
) = (

𝛼

𝛽
) + 𝛱𝐷𝑖 + 𝛴𝑣𝑖 ,  𝑣𝑖~𝑁(0,  𝐼𝐾+1) 

 パラメータは消費者 𝑖  によって異なり、それはすべての人について共通する 値で ある

(𝛼,  𝛽) と、都市特有の誤差である∆𝜉𝑗𝑖、人口統計学的特性 𝐷𝑖  とその影響度合いである𝛱、観

察不可能な部分である 𝑣𝑖  によって表される。ここにおいて上記の効用について、モデルに

おける全てのパラメータを𝜃 = (𝜃1 , 𝜃2) としたうえで 、𝜃1 = (𝛼,  𝛽) である線形パラメータ、

 𝜃2 = (𝑣𝑒𝑐(∏  ),  𝑣𝑒𝑐(∑  )) である非線形パラメータとすると（2.2）式を 

𝑢𝑖𝑗𝑡 = 𝛿𝑗𝑡(𝑥𝑗,  𝑝𝑗𝑡 ,  𝜉𝑗 ,  ∆𝜉𝑗𝑖 ; 𝜃1) + 𝜇𝑖𝑗𝑡(𝑥𝑗,  𝑝𝑗𝑡 ,  𝑣𝑖 ,  𝐷𝑖 : 𝜃2) + 𝜖𝑖𝑗𝑡  

というように確定的な部分と異質性のある部分に分けて書く。消費者がある商品を選択する

ときについて 

𝐴𝑗𝑡 (𝑥,  𝑝.𝑡 , 𝛿.𝑡; 𝜃2) = {(𝐷𝑖 ,  𝑣𝑖 , 𝜖𝑖𝑡)| 𝑢𝑖𝑗𝑡 ≥ 𝑢𝑖𝑙𝑡 ,  ∀𝑙 = 0,  … ,  𝐽} 

であるから、ある商品のマーケットシェアは、分布関数 𝑃 を用いて 

𝑆𝑗𝑡(𝑥,  𝑝.𝑡 , 𝛿.𝑡; 𝜃2 ) = ∫ 𝑑𝑃(𝐷,  𝑣,  𝜀)
 

𝐴𝑗𝑡

= ∫ 𝑑𝑃∗(𝜀)
 

𝐴𝑗𝑡

𝑑𝑃(𝑣)𝑑𝑃∗(𝐷) 

である。上記の式における𝐷𝑖 ,  𝑣𝑖 , 𝜖𝑖𝑡 の分布系をそれぞれ仮定すれば市場シェアを計算するこ

とが出来、推定の目標は実際の市場シェアとの差を最小化するようなパラメータを選択する

ことになる。価格弾力性は以下のようになる。 

𝜕𝑠𝑗

𝜕𝑝𝑟

𝑝𝑟

𝑠𝑗
=

{
 
 

 
 −

𝑝𝑗

𝑠𝑗
∬𝛼𝑖𝑠𝑖𝑗(𝐷𝑖 , 𝑣𝑖) (1 − 𝑠𝑖𝑗(𝐷𝑖 , 𝑣𝑖))𝑑𝐹(𝐷𝑖)𝑑𝐺(𝑣𝑖) 𝑖𝑓 𝑟 = 𝑗

      
𝑝𝑟

𝑠𝑗
∬𝛼𝑖𝑠𝑖𝑗(𝐷𝑖 , 𝑣𝑖)𝑠𝑖𝑘(𝐷𝑖 , 𝑣𝑖)𝑑𝐹(𝐷𝑖)𝑑𝐺(𝑣𝑖)                 𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒
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  上式にみられる通り弾力性は価格パラメータのみによって決定されず、むしろ社会統計学

的分布とその個人の選好への影響の平均値が関係する。製品間の代替についても、消費者の

属性が異なることに個人の選好ショックが依存することにより、消費者は特性の近い製品に

スイッチすることになる。 

 

2.1.3.  推定アルゴリズム 

 これらの利点が存在する一方で欠点もあり、それがこの解は閉形式（closed form）ではな

いことである。この問題はシミュレーションによる方法によって解決される。非線形 GMM

推定量の手順を以下に示す。 

 𝑍 = [𝑧1,  … ,  𝑧𝑀]  を 𝐸[𝑍′𝜔(𝜃∗)] = 0 となるような 作作変数とおく。 𝜔  はモデルのパラメー

タの関数で求まる誤差であり、 𝜃 ∗ は真のパラメータである。GMM 推定は、 

𝜃 = argmin
𝜃
𝜔(𝜃)′𝑍𝐴−1𝑍′𝜔(𝜃) ∶ 𝐴 𝑖𝑠 𝑒𝑠𝑡𝑖𝑚𝑎𝑡𝑒 𝑜𝑓 𝐸 [𝑍′𝜔𝜔′𝑍] 

となる。これを用いるためには、誤差項をモデルのパラメータの関数として表現しなければ

ならない。（2.3）で定式化したように、観察不可能な製品属性の影響である誤差項は平均効

用にしか作用しないのであり、これを得るために変数とパラメータによる線形の関数によっ

て平均効用を表現しなければならず、それについての等式を解く。 

𝑠.𝑡(𝑥,  𝑝.𝑡 , 𝛿.𝑡; 𝜃2) = 𝑆.𝑡 

𝜔𝑗𝑡 = 𝑠.𝑡(𝑥,  𝑝.𝑡 , 𝛿.𝑡; 𝜃2 ) − (𝑥𝑗𝛽𝑖
 +𝛼 

 𝑝𝑗𝑡) 

 マーケットシェアにはデモグラフィック変数が含まれるため、シミュレーションによって

予想マーケットシェアを求めることが出来、予想される平均効用を導出することが出来る。

当然初めに推定されたシェアは上式を満たさないが、BLP によって提唱された縮小マッピン

グによって収束することがわかっている。つまり、実測シェアと予測シェアの差異によって

更新される平均効用は 

𝛿.𝑡
ℎ+1 = 𝛿.𝑡

ℎ + ln 𝑆.𝑡 − ln 𝑠.𝑡(𝑥,  𝑝.𝑡 , 𝛿.𝑡; 𝜃2),  

𝑡 = 1, … , 𝑇, ℎ = 0, … , 𝐻 

となり、|𝛿.𝑡
ℎ+1 − 𝛿.𝑡

ℎ| が幾らかの許容値を下回る 𝐻 における平均効用について等式を満たす

ものとすれば、誤差項を線形パラメータにより表現することが可能である。 
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2.1.4.  識別問題 

 推定における重要な問題は内生性であり、重要な変数である価格は当然誤差項との相関が

みられ、その際係数が正しい保証はなくなってしまう。これへの対処には二段階最小二乗法

や固定効果を導入すること等がある。作作変数としてはコスト要因を設定することがまず候

補に挙がる。消費者の効用には影響しないため説明変数ではない一方、価格とは明らかに相

関するからである。また短期の分析において価格に先立って決定され影響すると考えられる

のが製品の属性であり、それらを活用したものが BLP 作作変数や差別化作作変数と呼ばれ

るものである。 

 BLP 作作変数は、 (1) 価格以外の製品自身の外生的な製品特性、 (2)同じメーカーのほか

の製品の製品特性の合計値（平均値）、 (3) 他のメーカーのほかの製品の製品特性の合計値

（平均値）を作作変数として扱っている。これらは市場における製品間の競争度合いを示す

と考えられるが、それはこれらが大きい程製品種が多く価格低下に寄与するであろうからで

ある。BLP 作作変数の作作変数としての妥当性は、企業が製品性質を内生的に変更できない

と考えられる短期的状況においては正しいと考えられるが、中長期においては成立しないと

考えられるだろう。 

 一方 BLP 作作変数を改良したものといわれる差別化作作変数は、製品同士の特性的な類

似と競争度合いの関係に注目し、1. 自社内での製品間の距離、2. ライバル企業との製品間の

距離として定義されている。製品数が多かろうが少なかろうが、似通っている製品があれば

競争は激しいということが出来そうであり、作作変数として適切であると考えられる。 

 

2.2 データと推定 

2.2.1.  データ 

 製品の購買データは Mpac の公開するドラッグストア POS データより、四半期ごと 2021-

2023 年 6 月までの 10 期間における製品名、販売数、売上について各々上位 100 製品を収集

している。製品の価格については同じ製品だが容量が違う(350ml, 350ml*6, 500ml…)ものが

多く、それらについては売上額を合計し、総販売要領で割って 500ml 分に揃えたものを価格

とする（Kusuda (2016) を参照）。結果として 36 ブランドを用いる。製品種は｛ビール, 発泡

酒, 新ジャンル｝がある。製品特性データは各メーカーサイト等から取得したが（カロリー、
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表 1 データ概観 

アルコール度数、プリン体含有量）、プリン体含有量については表示義務がなく欠損してい

ることがあり用いないこととした。以下がデータの抜粋である。 
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表 2 記述統計 

 コスト要因としては、2022 年において、メーカーは酒税法や原材料価格高騰の影響で 10

月に一斉の値上げをしており、これをダミー変数として用いる。また効用に影響すると考え

られる気温データを気象庁より、作作変数として用いる賃金指数データを厚生労働省、ガソ

リン価格を gogo.gs、アルミニウム価格を world bank より取得している。以下は製品属性な

どの記述統計である。 

 

 

 

Table1 

Description Mean S.D. Max Min 

ビール 価格 

(500ml) 

290.5 45.83 401.2 233.4 

度数 (%) 5.2 0.513 7.0 4.5 

カロリー 42.42 5.39 58.0 29.0 

シェア 0.02 0.045 0.241 0.000067 

発泡酒 

 

価格 

(500ml) 

182.1 14.92 205.8 155.3 

度数 (%) 4.615 0.725 6 4 

カロリー 20.27 17.26 51 2.1 

シェア 0.047 0.0108 0.067 0.025 

新ジャンル 

 

価格 

(500ml) 

164.8 10.14 186.6 151.2 

度数 (%) 5.15 0.751 6 4 

カロリー 41.2 6.73 48 29 

シェア 0.726 0.0225 0.109 0.0225 

企業 製品数  

アサヒ 8 

キリン 12 

サッポロ 4 

サントリー 7 

その他 5 
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2.2.2.  推定結果（ロジットモデル、入れ子ロジットモデル） 

 以下に推定結果を示す。 

 

 

 

 

表 3 

ロジットモデル、入れ子ロジットモデルにおける推定結果 

 ロジットモデル 入れ子ロジット 

 OLS BLP IV GH IV OLS BLP IV GH IV 

c 1.4 

(0.68) 

3.0 

(1.5) 

4.4 

(1.1) 

1.5 

(0.34) 

1.0 

(0.47) 

0.06 

(0.71) 

Price -0.02 

(0.001) 

-0.03 

(0.005) 

-0.04 

(0.004) 

-0.001 

(0.0008) 

-0.01 

(0.005) 

0.002 

(0.005) 

Log Inside 

Share 

 0.95 

(0.02) 

0.38 

(0.19) 

0.89 

(0.21) 

Alcohol 0.68 

(0.14) 

0.60 

(0.15) 

0.55 

(0.14) 

-0.15 

(0.07) 

0.35 

(0.19) 

-0.04 

(0.01) 

Calorie -0.04 

(0.009) 

-0.02 

(0.02) 

-0.01 

(0.01) 

0.03 

(0.005) 

-0.01 

(0.01) 

0.01 

(0.02) 

Asahi 1.5 

(0.3) 

0.85 

(0.56) 

0.35 

(0.48) 

-0.22 

(0.12) 

0.88 

(0.38) 

0.32 

(0.49) 

Kirin 0.34 

(0.25) 

-0.05 

(0.40) 

-0.36 

(0.37) 

0.01 

(0.09) 

0.27 

(0.19) 

0.32 

(0.21) 

Sapporo 0.96 

(0.29) 

0.52 

(0.46) 

0.18 

(0.41) 

0.07 

(0.12) 

0.66 

(0.26) 

0.44 

(0.31) 

Santory 0.75 

(0.22) 

0.12 

(0.55) 

-0.38 

(0.48) 

0.04 

(0.11) 

0.55 

(0.21) 

0.54 

(0.34) 

Temp  0.006 

(0.01) 

0.006 

(0.01) 

 0.01 

(0.008) 

0.01 

(0.005) 

R^2 0.67 0.65 0.62 0.95 0.85 0.94 
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表 4 入れ子ロジットモデルにおける価格弾力性 

 ロジットモデルについて見る。OLS 列に示されるのは作作変数を用いないもの、BLP 列

には BLP 作作変数とコストシフター、GH 列には差別化作作変数とコストシフターが採用さ

れている。価格係数について見ると、全てにおいて有意であるが作作変数の導入によって内

生性が緩和され係数が絶対値の意味で増大しているのがわかる。一方で、アルコール度数が

有意に効用に正の影響を与えると一貫して言える一方で、他の変数は作作変数を導入する場

合有意とならないものがほとんどであることがわかる。係数の正負という観点のみでいえば

カロリーが負の係数であるのは直感に反しない。 

  右半分が入れ子ロジットの推定結果である。推定のバリエーションについてはロジット

と同じであるが、最も推定結果の良いものであり、かつ価格係数が有意であるものが BLP

列のものであった。ここにおいては、製品グループ内での選好ショックの相関度合いである 

σ (log inside share) が 0.38 となっており、ある程度グループ特有の選好を消費者が持ちつつ

もそこまで強くは無いという推定結果となった。ロジット、入れ子ロジットとともに有意性

にばらつきがみられるものの、上位 4 社ダミーの選好への影響は正であり、ネームバリュー

による効用とも解釈できる。以下に入れ子ロジットモデルにおける弾力性行列を示す。異な

るグループ間での代替性をとらえられる一方で、グループ間では IIA の問題が存在すること

がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.3.  推定結果（ランダム係数ロジットモデル） 

 以下に示すのがランダム係数ロジットモデルの推定結果である。前述した通り、推定には

社会統計学的特性、そして観察不可能な特性に関して分布を仮定しなければならない。ここ

においては標準正規分布に従って市場に存在するとする個人を発生させており、個人によっ
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表 5 

て選好が異なるとしたのは価格の係数である。他の説明変数としてはアルコール度数、カロ

リー、ビールダミー、発泡酒ダミー、そして上位 4 社のダミー変数を採用した。作作変数と

しては差別化作作変数とコスト要因である賃金指数、アルミニウム価格、穀物指数、ガソリ

ン価格を用いている。 

 線形の係数について、価格、アルコール度数、カロリーが有意であることがわかり、前分

析によるものと正負も一貫している。肝心の選好の異質性に関してはあるとは言えない結果

となった。後述するが、垂直的関係の推定に際し需要推定自体を異なる乱数で何度実行する

ということをするに際し、価格の係数が大方−0.045  を平均としておよそ −0.05~ − 0.35  の

間において変化しうること、そしてそれに応じてランダム係数が十分有意になるということ

が確認されている。本分析に用いられているデータが数において、又地域や時間変化の面に

おいてなどで十分でないことなどが原因であるというように考えられる。価格以外の係数、

特にアルコール度数やカロリーに関しては係数や標準誤差が特に変化しないということも確

認された。 次ページからは弾力性行列を示しており、行成分の製品の価格が 1％変化した

場合、列成分の製品のシェアがどのように変化するかが示されており、異なる製品タイプで

ある場合、また同グループでも特性の違いにより代替性が異なることがわかる。 

 

 

 

ランダム係数ロジットモデルの推定結果 

Variable  Coefficient standard error 

cons 8.074 5.319 

Price α -0.0467 0.0179 

random 0.0165 0.0117 

 Alcohol 0.878 0.163 

Cal -0.0706 0.0144 

Beer 2.007 1.466 

Happo -0.8503 0.500 

Asahi 1.563 0.595 

Kirin 0.249 0.515 

Sapporo 0.695 0.582 

Santory 0.518 0.497 
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表 7 ランダム係数ロジットモデルにおける価格弾力性 
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表 7 続き  
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(3.2) 

第三章 垂直関係の推定 

 

 需要サイドに続いて、供給サイドの異なる垂直的関係における利潤最大化について Villa s 

Boas (2007)に沿って、又それらのシナリオを優劣づける検定手法について Bonnet and 

Dubois (2010)に沿って記述する。その後、自身の推定結果を述べる。 

 

3.1 限界費用の推定 

3.1.1 単純な線形契約のモデル（二重マージン） 

 垂直関係について考えるならば、供給サイドは製造者 𝑀 、小売業者 𝑟 に分けられる。小

売業者の利潤は卸売価格 𝑝𝑚とコスト 𝑐𝑟 を所与として 

𝜋𝑟𝑡 = ∑ [𝑝𝑗𝑡 − 𝑝𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑟 ] ∗ 𝑠𝑗𝑡 (𝑝)

𝑗∈𝐽𝑟𝑡

 

となる。最終財価格 𝑝𝑗𝑡  の一階の条件より 

𝑠𝑗𝑡 + ∑ [𝑝𝑗𝑡 − 𝑝𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑟 ] ∗

𝑙∈𝐽𝑟𝑡

(
𝜕𝑠𝑙𝑡

𝜕𝑝𝑗𝑡
) = 0 ; ∀𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑡 

が満たされる必要がある。ある製品の価格の限界的な変化に対する他製品のシェアの限界的

な変化である 
𝜕𝑠𝑙𝑡

𝜕𝑝𝑗𝑡
 を行列にまとめ Δ𝑟𝑡  (Δ𝑟𝑡(𝑖, 𝑗) =

𝜕𝑠𝑙𝑡

𝜕𝑝𝑗𝑡
) とし、Σについてある製品同士を所

有する場合 1 をとり、そうでない場合０をとる所有行列を 𝑇𝑟  とする。このとき上式を全ての

製品についてまとめて行列表現にすることで、プライスコストマージン(PCM)は 

𝑃𝐶𝑀𝑟 = 𝑝𝑗𝑡 − 𝑝𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑟 = −(𝑇𝑟 ∗ Δ𝑟𝑡 )
−1 ∗ 𝑠𝑡 (𝑝) 

として表される。 

 同様に、製造者においてもコスト𝑐𝑚を所与として利潤が定まり、同様にΔ𝑚𝑡 , 𝑇𝑚𝑡  を定義

すると、一階の条件より 

𝜋𝑚𝑡 = ∑ [𝑝𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑤] ∗ 𝑠𝑗𝑡(𝑝(𝑝
𝑚))

𝑗∈𝑆𝑤𝑡

 

⇒ 𝑃𝐶𝑀𝑚 = 𝑝𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑚 = −(𝑇𝑚 ∗ Δ𝑚𝑡 )
−1 ∗ 𝑠𝑡 (𝑝) 
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(3.3) 

となる。しかしΔ𝑚𝑡  として表される、製品の最終的なシェアの卸売価格に対する反応とい

うのは推定結果から計算しなければならない。Δ𝑚𝑡を小売価格の卸売価格に対する反応Δ𝑝𝑡

とΔ𝑟𝑡 に分ければ (Δ𝑚𝑡 = Δ𝑝𝑡
′

Δ𝑡) 、次式を全ての財の最終価格、ある財 𝑓 の卸売価格によ

って全微分すると 

𝑠𝑗𝑡 + ∑ [𝑝𝑗𝑡 − 𝑝𝑗𝑡
𝜔 − 𝑐𝑗𝑡

𝑟 ] ∗

𝑙∈𝐽𝑟𝑡

(
𝜕𝑠𝑙𝑡

𝜕𝑝𝑗𝑡
) = 0 ;  ∀𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑡  

⇔ ∑[
𝜕𝑠𝑗

𝜕𝑝𝑘
+∑(𝑇𝑟(𝑖, 𝑗)

𝜕2𝑠𝑖

𝜕𝑝𝑗𝜕𝑝𝑘
(𝑝𝑗𝑡 − 𝑝𝑗𝑡

𝑚 − 𝑐𝑗𝑡
𝑟 ) + 𝑇𝑟(𝑖, 𝑗)

𝜕𝑠𝑗

𝜕𝑝𝑘
)

𝑁

𝑖=1

]

𝑁

𝑘=1

𝑑𝑝𝑘  

−𝑇𝑟(𝑓, 𝑗)
𝜕𝑠𝑗

𝜕𝑝𝑗
𝑑𝑝𝑓

𝑚 = 0 

となり、Σの内部を財 𝑗, 𝑘 についてまとめた行列を 𝐺、𝑇𝑟(𝑓, 𝑗)
𝜕𝑠𝑗

𝜕𝑝𝑗
= 𝐻𝑓 としてベクトル表現

しこれを変形すると 

𝑑𝑝

𝑑𝑝𝑓
𝑚 = 𝐺−1𝐻𝑓 

であり、すなわちこれを財 𝑓 = {1, … , 𝑁} についてまとめ代入すると 

𝑝𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑚 = −(𝑇𝑚 ∗ (𝐺
−1𝐻 )

′ ∗ Δ𝑟𝑡  )
−1 ∗ 𝑠𝑡 (𝑝) 

となる。このように利潤最大化をお互いにしている状況は二重マージンと呼ばれ、お互いが

二重に利潤最大化を行った結果価格が上昇し、総余剰が損なわれることが知られている。 

 

3.1.2 非線形契約（二部料金）モデル 

 前述の二重マージンの問題においては価格上昇により消費者が損をする一方で、供給サイ

ドにおいても垂直的な関係がない場合と比較した生産者余剰が減少することが知られている。

これを回避する方法として挙げられるのが二部料金の方法である。ここにおいては垂直的関

係にある二者のどちらかが（中間）財価格決定におけるマージンを放棄し、代わりに最終的

な利潤の一部を要求するというものである。 

 初めに、メーカーが要求者である場合を考える。この場合、メーカーは利潤最大化問題に

寄与しないため小売り業者の次の式のみが満たされる。 
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𝜋𝑟𝑡 = ∑ [𝑝𝑗𝑡 − 𝑐𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑟 ] ∗ 𝑠𝑗𝑡 (𝑝)

𝑗∈𝐽𝑟𝑡

 

つまり、プライスコストマージンは次の通りである。 

𝑝𝑗𝑡 − 𝑐𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑟 = −(𝑇𝑟 ∗ Δ𝑟𝑡)
−1 ∗ 𝑠𝑡 (𝑝) 

 次に小売業者が要求者である場合を考える。この場合、小売り業者は利潤最大化問題に寄

与しないためメーカーの次の式のみが満たされる。 

𝑝𝑗𝑡 − 𝑐𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑟 = −(𝑇𝑚 ∗Δ𝑟𝑡 )
−1 ∗ 𝑠𝑡 (𝑝) 

 これらの式が示すように、それぞれのケースにおいて所有行列が異なるため、予想される

PCM も異なる。しかし、利潤を要求する契約が幾らかのものになっているかということは

推定することが出来ない。 

 

3.1.3 共謀モデル 

 このモデルにおいては非線形契約が行われない一方で、メーカーか小売業者のどちらかが

共謀している場合を考える。利潤最大化において（3.2）と（3.3）が満たされることに変化

はないが、メーカーが共謀しているような場合、𝑇𝑚  の全ての成分が１をとり、逆もまた然

りである。 

3.1.4 独占者モデル 

 この場合、産業全体が一社として利潤最大化を行う。つまり、すべての製品に対してそれ

らの代替性を考慮して価格を決定すると考えるモデルである。PCM は以下のようになる。 

𝑝𝑗𝑡 − 𝑐𝑗𝑡
𝑚 − 𝑐𝑗𝑡

𝑟 = −(𝑇1 ∗ Δ𝑟𝑡)
−1 ∗ 𝑠𝑡 (𝑝) 
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3.2 モデル間比較 

 モデル同士を比較するに際し、コストについて以下のように定義することにする。コスト

は推定値であり、各モデル ℎ によって異なるものである。 

𝐶𝑗𝑡
ℎ = 𝑝𝑗𝑡 − 𝑃𝐶𝑀𝑗𝑡

𝑚 − 𝑃𝐶𝑀𝑗𝑡
𝑟 = (ln(𝜔𝑗

ℎ +𝑊𝑗𝑡
′ 𝜆ℎ))𝜇𝑗𝑡

ℎ  

⇔ ln𝐶𝑗𝑡
ℎ = 𝜔𝑗

ℎ + 𝑊𝑗𝑡
′ 𝜆ℎ + ln 𝜇𝑗𝑡

ℎ  

とする。𝜔𝑗
ℎ  は特定の製品へのコスト要因のパラメータ、𝑊𝑗𝑡

′  はある製品のコストへの観察可

能なランダムなショック（コストシフター）、𝜇𝑗𝑡
ℎ  は観察不可能なコストへのランダムなショ

ックである。 

 ここで、最も良いモデルというのは観察されるコスト要因を所与とした場合、それらの推

定コストへの適合度合いが高いものであると考えられる。ln 𝐶𝑗𝑡
ℎ = 𝜔𝑗

ℎ + 𝑊𝑗𝑡
′ 𝜆ℎ + ln 𝜇𝑗𝑡

ℎ   にお

ける残差平方和を用いて次の不適合基準 𝑄 を定義すると。 

minQn
h(𝜆ℎ , 𝜔𝑗

ℎ) = min
1

𝑛
∑(ln 𝜇𝑗𝑡

ℎ )
2
 

を最小二乗法によって求める。そして二つのモデル ℎ, ℎ′ を比較する際の帰無仮説とは、二つ

のモデルが漸近的に等しい、つまりそれらにおける不適合基準が漸近的に等しいというもの

になる。これを書き起こすと 

𝐻0 : lim
n→∞

{𝑄𝑛
ℎ(𝜆ℎ, 𝜔𝑗

ℎ) − 𝑄𝑛
ℎ′(𝜆ℎ′ , 𝜔𝑗

ℎ′)} = 0  

となり、二つのモデル ℎ,ℎ′を比較する際の対立仮説とは、二つのモデルが漸近的に等しくな

いというものになり、つまりℎ の方が優れている場合 

𝐻1 : lim
n→∞

{𝑄𝑛
ℎ(𝜆ℎ , 𝜔𝑗

ℎ) − 𝑄𝑛
ℎ′(𝜆ℎ′ , 𝜔𝑗

ℎ′)} < 0 

であり、逆の場合 

𝐻2 : lim
n→∞

{𝑄𝑛
ℎ(𝜆ℎ, 𝜔𝑗

ℎ) − 𝑄𝑛
ℎ′(𝜆ℎ′ , 𝜔𝑗

ℎ′)} > 0 

である。サンプル不適合基準 T を、不適合度の差異の分散である 𝜎ℎℎ′  を用いて 

𝑇𝑛 =
√𝑛

𝜎̂ℎℎ′
{𝑄𝑛

ℎ(𝜆ℎ , 𝜔𝑗
ℎ) − 𝑄𝑛

ℎ′(𝜆ℎ′ ,𝜔𝑗
ℎ′)} 

とすると、これは漸近的に標準正規分布に従うということが示されているため、この値が棄

却基準より大きいか否かによって検定が可能になる。 
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3.3 実証結果 

 以下に自身の推定結果を示す。はじめにここでの結果は一部あまり現実に即しているとは

言い難い面があることを述べる。データの制限上、小売り側のデータは存在しないため所有

構造を恣意的に定義しなければならない。よって便宜上小売り業者とメーカーの所有行列を

等しくしたが、実際の二重マージンよりも価格が吊り上がらない（限界費用が高く見積もら

れる）ものになる。またメーカー共謀モデルにおける限界費用算出にも大きく影響するだろ

う。また、不適合基準の算出に当たっては、需要推定には社会属性分布から乱数発生的に仮

定した個人の属性にパラメータが依存し、コスト推定も当然その影響を受けるため、需要推

定からコスト推定に至るまでを何度も繰り返すという手法を Bonnet and Dubois (2010)に倣

って行っている。 

 

3.3.1 限界費用（マークアップ）の推定 

 ここで想定するシナリオは以下の５つである。(1) 二重マージンが起きている場合、 (2) 

二部料金であり、小売業者が利潤要求者である場合、 (3) 小売が共謀している場合、 (4) メ

ーカーが共謀している場合、 (5) 産業全体が独占企業となっている場合である。 

表 8 マークアップ率 (%) の推定結果 

 ビール 発泡酒 

想定モデ

ル 

Mean S.D. Max Min Mean S.D. Max Min 

Model1 73.26 20.15 125.6 41.86 108.1 22.97 142.4 73.34 

Model2 14.20 2.023 18.37 10.21 18.10 2.261 21.43 14.49 

Model3 400.5 137.1 863.9 208.3 571.7 238.89 1097 271.0 

Model4 717.7 262.6 1365.6 341.4 1089 448.2 1979 514.4 

Model5 153.2 62.76 324.2 81.82 254.2 106.6 464.0 120.9 

 第三のビール   

Mean S.D. Max Min 

Model1 97.31 17.56 138.2 72.8 

Model2 18.08 1.634 21.33 15.18 

Model3 546.2 202.9 1003.5 257.0 

Model4 1157 444.8 1981.6 540.7 

Model5 272.7 106.4 469.4 128.5 
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 見られる通り、限界費用がマイナスであると算出されるシナリオが非常に多い。これは最

終財価格がかなりコストからみて安くつけられているということを示唆しているものと考え

られ、ビール類に対して小売店舗などで消費者を引き付けるための価格付けが行われている

と言われていることとも関係していると考えられる。種別でみると、ビール類に関してはそ

の他の種と比較してマージン率が小さく推定されており、発泡酒と新ジャンルにあまり差は

みられない。 

3.3.2 費用関数の推定とモデル間比較 

 推定された限界費用を用い、まず初めに費用関数を推定する。ここにおいては、対数化さ

れた費用への説明変数としてビール、発泡酒へのダミー変数、アサヒ、キリン、サントリー、

サッポロのダミー変数、需要推定において用いた差別化作作変数、そしてコスト要因である

賃金指数、アルミニウム価格、ガソリン価格を用いた。 

(***は有意水準 0.001, **は 0.01, *は 0.05 を満たすことを示す) 

 上にみられるように、限界費用推定において比較的健全な値が出た Model1 と Model2 の

説明度合いが非常に高く、次点で Model5 が良いことがわかる。Model1, 2 の結果において、

上位 4 社は有意に効率的な技術を持っているという様に考えることが出来、又ビールの生産

費用が高く、発泡酒についてもビールほどで無いが高いということがわかる。コストシフタ

ーについては有意であるものの、アルミニウムが負の係数をとってしまっているのはガソリ

ン価格との共線性が関係すると考えられる。 

表９ コストへの推定式 

 Model1 Model2 Model3 Model4 Model5 

Asahi -0.016*** -0.0065*** -0.013* -0.012 -0.0056* 

Kirin -0.0079*** -0.0047*** 0.0043 -0.0052 -0.0042 

Santory -0.0062*** -0.0054*** 0.0068 -0.0038 -0.005 

Sapporo -0.0012*** -0.0052*** 0.0076 0.0006 -0.005 

Beer 0.005*** 0.010*** -0.021*** -0.016 0.0065** 

Happo 0.0022*** 0.0027*** -0.0075 -0.0015 0.0021 

Wage 0.000004 0.0000 0.0003* 0.0007* 0.0001* 

Alm -0.00004*** -0.00004*** -0.0001*** -0.002*** -0.00043*** 

Gas 0.00022*** 0.0002*** 0.0068*** 0.014*** 0.0031*** 

差別化作作変数(省略) 
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 下記に示されているのが比較統計量である。マイナスの場合 h が優位であり、プラスの場

合 h’ が優位であることを示す。かつ有意水準である(-)1.64 より大きい（小さい）場合有意

に優れているとすることが出来る。 

 限界費用推定から示唆されていたように、Model3, 4, 5 は全く現実的でなく、Model1,2 か

ら考えると圧倒的に劣位であることがわかる。Model1, 2 に関しては、Model1 が優位である

という奇妙な結論となった。この分析においては、Model1 は本来の二重マージンよりも価

格のつり上りが緩やかであると考えられる。二部料金契約における PCM 率は平均して 15％

ほどであるが、実際には価格に占めるコスト割合がより小さいという様に解釈することが出

来る。しかしながら需要推定においても述べたように、発生させる乱数によって推定される

価格の係数にばらつきがあり、それによっては Model2 の方がより小さい残差二乗和を実現

している場合があることが確認されている。 

 また、産業全体で共謀する場合というのは価格の吊り上がりが比較的緩和されるため、

Model3, 4 に対しては有意に優れているということが出来、垂直関係のどちらかのサイドに

おける共謀はほぼ考えられないといえる。 

 

 

 

 

 

 

表 9 比較統計量 

𝑇𝑛 =
√𝑛

𝜎ℎℎ′
{𝑄𝑛

ℎ(𝜆ℎ , 𝜔𝑗
ℎ) − 𝑄𝑛

ℎ′(𝜆ℎ′ , 𝜔𝑗
ℎ′)} → 𝑁(0, 1) 

 

 h’ 

Model2 Model3 Model4 Model5 

h Model1 -4.71 -18.33 -17.83 -18.70 

Model2  -17.74 -17.77 -18.7779 

Model3   -40.04 36.53 

Model4    26.04 
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結語 

 

 第 1 章ではビール産業の現状について述べ、需要推定、又垂直関係の推定を行う妥当性に

ついて述べた。 

 第 2 章、第 3 章では実際に推定を行うため、需要関数の定式化とその推定方法、推計され

る限界費用が異なりうるシナリオとそれらにおける PCM の算出、そしてシナリオ間の比較

方法について紹介し、実際に推定を行った結果を示した。 

 結果として、何れかのサイドにおいて共謀が起きている、または産業全体の共謀などの極

端なケースであることが考えられないという弱い結論となってしまっている。需要推定にお

いてはより精緻なデータや速い計算速度が、垂直関係の推定においてもまたデータが課題で

あることは推定以前にも明らかであったが、それが顕著な結果となっている。ビール産業に

おいては、完全な二部料金体系であるとすると PCM は低く見積もられるということがわか

り、ここでは完全に二重マージンでもなく、完全な非線形契約が結ばれているとも言えない

という結論となった。 

 実際、リベートというのが小売業者の最終財価格でのマージンを完全になくすような極端

なものであるとは考えられないため、より小売業者に関わるデータを取得できるならば、よ

り明快な結論を得られるのではないかと考えられる。 
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あとがき 

 

 最後にはっきりと言うならば、比較的複雑に見えた推定手順を完了させることが出来たの

は一定の評価が出来るのではないかと考えられるものの、小売り業者の具体的なデータが無

いにもかかわらず最後まで垂直関係の推定に固執し続けてたのは愚かであったと言わざるを

得ない。それによって現実的でない構造を仮定する羽目になってしまい、又データもランダ

ム係数ロジットモデルを推定するには不足であるため、結果としては土台から不安定な分析

となってしまった。 

 しかしながら 3 年度にゼミにおいて垂直的関係に関わるハンドブックが扱われた時、自身

がぼんやりとミクロ経済学や産業組織論に感じる魅力に最も近しいものをもっていると感じ

たのがこのトピックであった。それは完全に詳細なデータが取れないことや、計算上の理由

から様々な仮定を置かなくてはならなくとも、現実的な消費者、企業の行動パターンがいか

なるものかを考える理論の発達により市場に起きていることを推定しようと試みることが出

来、さらに一定の説得力を持っていることであり、自身の周りの経済環境がいかに複雑に見

えているかということを考えるとそれらを試さずにはいられない。身近にもかかわらず全く

意識していなかったことに理論が与えられるのは気持ちの良いものである。 

 石橋孝次研究会で扱われた内容は広範でありながらかつ骨太さもあり、非常に自分の意欲

を満たしてくれるものであった。そのせいか多くの仲間（だと思っていた人たち）が脱落し

てしまったが。残った同期の方々や三年生に様々なことで感謝したい。最後に石橋先生には

日吉時代のミクロに始まり、2 年間の研究会、それだけでなく大学院に志望する際など、大

学のあらゆることでお世話になったことへ、心より感謝の意を申し上げます。 


